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エシカル農畜産物等消費促進業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

エシカル農畜産物等消費促進業務委託 

 

２ 業務期間 

  契約締結日から令和７年３月３１日までとする。 

 

３ 業務目的 

山梨県では、やまなし４パーミル・イニシアチブ農産物等認証制度、やまなしアニ

マルウェルフェア認証制度、やまなしジビエ認証制度などから生み出されるエシカ

ル消費に関連する農畜産物等（以下「エシカル農畜産物等」とする）がある。 

こうした農畜産物等をエシカル消費に関心の高い消費者等に一体的にプロモーシ

ョンを行い、継続的な購買につなげるとともに、首都圏の実需者（シェフ等）、メデ

ィア等を通じて美酒・美食体験への機会を創出し、消費拡大及びブランド価値の向上

を図る。 

 

４ 業務内容 

受託事業者は、次に掲げる項目について県と協議の上、委託業務を実施すること。

受託事業者は、（１）から（３）の業務をエシカル農畜産物等として消費者に一体的

にＰＲできるよう努めること。 

なお、本仕様書に記載のない事項については、委託業務の受託事業者として決定し

た際の企画提案書等の事項のうち、山梨県の指示するものについては契約書又は仕様

書に追記する。 

（１）実需者（シェフ等）、メディア等向けツアーの実施 

   受託事業者は、エシカル消費に関心の高い消費者層（以下「エシカル消費層」と

する。）にアプローチ可能な首都圏の大消費地の実需者（シェフ等）、メディア等を

県内の産地に招聘するツアーに関する次の業務を実施すること。 

① エシカル農畜産物等を複数紹介するツアーを２回以上企画・実施すること。な

お、ツアーには、やまなし４パーミル・イニシアチブ農産物等認証制度、やま

なしアニマルウェルフェア認証制度、やまなしジビエ認証制度に関することを

含め、次の内容は必ずツアーの行程に含めること。 

  ・エシカル農畜産物の料理と県産酒のマリアージュの体験 
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  ・４パーミル・イニシアチブ取り組み農場の視察 

  ・アニマルウェルフェア取り組み農場の視察 

  ・やまなしジビエ認定施設視察 

  ・有機栽培取り組み農場の視察 

② ツアーへの参加者は、エシカル消費層にアプローチ可能な首都圏の大消費地の

実需者（シェフ、小売店の青果物バイヤーは必須）、メディア等とし、受託事業

者が選定すること。 

③ ツアーの行き先施設等と連絡調整を行うこと。 

④ ツアー参加者募集・参加働きかけを行うこと。 

  ⑤ ツアー時のコーディネート（ツアーバス手配、随行等）を行うこと。 

  ⑥ ツアー参加にあたって、次の事項を行うこと。 

・実需者（シェフ、小売店の青果物バイヤー等）： 

ツアーへの参加案内、ツアーへの参加後のアンケート実施（エシカル農畜産

物等を取り扱うかなど）を必ず行い、その他エシカル農畜産物等を消費者等

にＰＲするために必要な事項を行うこと。 

  ・メディア： 

ツアーへの参加案内、ツアー参加後の記事化働きかけ、記事のとりまとめを

必ず行い、その他エシカル農畜産物等を消費者等にＰＲするために必要な事

項を行うこと。 

  ・その他のツアー参加者： 

ツアーへの参加案内の他、ツアー参加後のアンケート実施、情報発信の働き 

かけ等、その他エシカル農畜産物等を消費者等にＰＲするために必要な事項 

を行うこと。 

⑦ ツアーへの参加者数やツアー参加者の飲食店・小売店でのエシカル農畜産物等 

の取り扱い件数、記事化数などの目標（ＫＰＩ）を設定し、県に報告すること。 

 

（２）エシカル消費層に対するやまなし４パーミル・イニシアチブ認証農産物等のプロ 

   モーションの実施 

   受託事業者は、エシカル消費層を主なターゲットとして、実店舗においてやまな

し４パーミル・イニシアチブ認証農産物等（以下「認証農産物等」とする。）のプ

ロモーション（以下「農産物フェア」とする。）に関する次の業務を実施すること。 

① 県が指定する青果物卸売市場と調整して、首都圏の小売店２０店舗以上（実店

舗に限る。）において、農産物フェアを実施すること。ただし、小売店を選定す

る際は、事前に県の承諾を得ること。 

② 露地栽培のもも、ぶどう、すもも、野菜等（もも、ぶどうは必須とする。）の出

荷時 期に合わせて、土曜日及び日曜日（祝日を含む。）を含むそれぞれ７日

間の期間を設けて、農産物フェアを各店舗計２回以上実施すること。農産物フ

ェア実施期間については、原則として、毎日実施できるよう店舗と調整するこ
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と。 

③ 農産物フェア実施期間中に１日以上、県の４パーミル・イニシアチブの取り組

みや認証農産物等を説明できる者を店頭に配置し、農産物フェア実施店舗に来

店した消費者に対して説明させること。 

④ 農産物フェア実施期間中、農産物フェア実施店舗において消費者を対象とする

アンケート調査を実施すること。アンケート調査実施に当たっては、事前に県

と設定するアンケート調査項目を協議し、県の承諾を得た上で実施すること。 

⑤ 農産物フェア実施に当たり、農産物フェア周知のため、①のすべての農産物フ

ェア実施店舗名、店舗所在地、農産物フェア実施期間、品目等を令和６年６月

末までに公開することについて、フェア実施店舗の店長等の責任を有する者

（以下、「店舗責任者」という。）から予め承諾を得ること。 

⑥ 農産物フェア実施店舗のいずれかの店舗責任者の了解を得た上で、認証農産物

等が写っている農産物フェア実施の様子を写真撮影し、県のホームページ等に

掲載できるようにすること。また、農産物フェア実施店舗のいずれかの店舗責

任者から、農産物フェア実施店舗への取材の承諾を得ること。 

⑦ 農産物フェア実施店舗において使用するため、県の４パーミル・イニシアチブ

の取り組みや認証農産物のコンセプト、ターゲット層（エシカル層）等につい

て、説明するための資料を作成すること。 

⑧ 農産物フェア実施店舗でのフェア売上（推計可）、消費者へのアンケート調査

結果等から把握された情報を分析し、報告すること。 

⑨ 農産物フェア実施に必要となる販売促進資材を制作し、農産物フェア実施店舗

で使用すること。 

⑩ ＥＣサイトでも認証農産物等を購入できるよう、認証農産物等を取り扱うＥＣ

サイトをとりまとめ、農産物フェア等において周知すること。 

⑪ ＥＣサイトでの認証農産物等の取り扱い増加に向けた取り組みを行うこと。 

⑫ ＥＣサイトとりまとめ件数、小売店舗におけるリーフレット配布数などにより、

４パーミル・イニシアチブ農産物の認知者数の目標（ＫＰＩ）を設定し、県に

報告すること。 

 

（３）やまなしジビエのプロモーションの実施 

   受託事業者は、エシカル消費層を主なターゲットとして、県内のやまなしジビエ

取り扱い飲食店をＰＲするやまなしジビエフェア（以下「ジビエフェア」とする）

に係る次の業務を実施すること。なお、ジビエフェアに併せて、エシカル農畜産物

等（主にやまなしアニマルウェルフェア認証畜産物）のＰＲを行うこと。 

① エシカル消費層を中心とした消費者の興味を引きつけ、県内に訪れた消費者が

やまなしジビエを使った料理を供給する飲食店を選び、美酒美食の体験をする

よう、発信力のある者を起用し県内のやまなしジビエ取り扱い飲食店を「やま

なしジビエフェア」としてＰＲすること。 
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② 起用する者は、やまなしジビエが良食味で衛生基準を満たした安全な肉である

ことと、動物の命への感謝などを表現し、消費者にインパクトを与えることが

できる者とすること。 

③ ＥＣサイトでもやまなしジビエ（やまなしアニマルウェルフェア認証畜産物を

含む）を購入できるよう、やまなしジビエ等を取り扱うＥＣサイトをとりまと

め、プロモーションにおいて周知すること。 

④ ジビエフェアのプロモーション実施期間は、やまなしジビエの供給が安定する

期間（Ｒ５年度 狩猟期間１１月１５日から３月１５日まで）をもとに、県と

協議して設定すること。 

⑤ プロモーションに必要となる販売促進資材を制作し、配布計画を作成しＰＲに

活用すること。（参考 Ｒ５年度実績 ＰＲ動画、ポスター(83 枚)、チラシ

（1,100 枚）、リーフレット(17,700 枚)、冊子(5,300 冊)） 

⑥ 県が指定するイベントに出展し、制作した販売促進資材を活用してＰＲを行う

こと（１日×３回程度）。 

⑦ ジビエフェア参画飲食店でのやまなしジビエ消費量などにより、目標（ＫＰＩ）

を設定し、県に報告すること。 

 

（４）納品 

受託事業者は、４（１）から（３）により得られた①から③に掲げる成果を電子デ

ータとして保存したＣＤ－ＲＯＭ若しくはＤＶＤ－ＲＯＭを令和７年３月３１日（月）

までに納品すること。 

① ４（１）及び４（２）の実施結果や調査結果をＭｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｏｆｆｉ

ｃｅのｗｏｒｄ若しくはＥｘｃｅｌ、Ｐｏｗｅｒ Ｐｏｉｎｔにより作成した電

子データ。 

② ４（３）により制作した販売促進資材の電子データ（拡張子 ai 及び pdf）。 

③ 業務実施の様子を撮影した写真データ（拡張子ｊｐｅｇ） 

 

５ 業務成果の取り扱い 

（１）業務成果の報告等 

委託業務が終了したときは、業務完了報告書を、県に提出すること。 

（２）業務成果の帰属等 

  ① 委託業務により制作された動画、撮影素材等の成果物の所有権、著作権及びそ 

    の他の権利は、山梨県に帰属するものとし、県はホームページやＹｏｕＴ 

    ｕｂｅ、ＳＮＳ等に随時使用、複製できるものとする。 

  ② 成果物に第三者の著作物が含まれているときは、当該著作物（当該著作物を改 

変したものを含む）の著作権は、従前からの著作権者に帰属するものとするが、 

山梨県は、これを無償で、非独占的に使用できるものとし、受託事業者はその

ために必要な著作権処理を行うこと。 
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  ③ 受託事業者は、委託業務により受託事業者が制作した著作物に関する著作者人

格権を行使しないものとする。 

 

６ 留意事項 

（１）受託事業者は、委託業務を総括する責任者を置き、県と常時連絡が取れる体制と

すること。 

（２）受託事業者は、委託業務の履行に当たって、契約書及び本仕様書に疑義が生じた

ときは、速やかに県と協議を行うこと。 

（３）委託業務の実施に当たっては、関係法令等を遵守すること。 

（４）委託業務は、契約期間終了後も含めて、山梨県監査委員や会計検査院の検査の対

象となる場合がある。検査の対象となった場合には、委託業務に係る資料提出等、

積極的に協力すること。また、委託業務に関する会計関係帳簿類等の経理関係書

類については、委託業務が終了した年度の翌年度から５年間保存しておくこと。 

（５）委託業務に関して知り得た業務上の秘密は、契約期間にかかわらず第三者に漏ら

してはならない。特に、委託業務により知り得た個人情報について、委託業務以

外の目的で使用し、又は第三者に漏らしてはならず、善良なる管理者の注意をも

って取り扱うこと。 

 

７ その他事項 

（１）再委託について 

委託業務の全部の処理を第三者に委託し又は請け負わせてはならない。ただし、

委託業務の一部を再委託又は請け負わせることについては、事前に県の承諾を得る

ものとする。 

（２）仕様の変更について 

受託事業者は、業務目的を達成するために、より効果的な手法があるとき又は委

託業務執行上やむを得ない事情が発生したときは、本仕様書の内容について県と協

議することができるものとする。 

（３）必要な資機材や撮影許可等について 

委託業務に必要となる資機材等は、受託事業者が用意すること。また、取材や撮

影に当たり必要な法令等の許可申請や届出は、受託事業者が行うこと。 

（４）取材に係る費用について 

   交通費や宿泊費等の取材に要する経費は、委託料に含めるものとする。 

（５）記載外の事項について 

本仕様書に記載されていない事項については、県と協議し、決定するものとする。 

（６）紛争処理について 

受託業務の遂行に関して、第三者から権利侵害の訴えその他の紛争が生じたとき

は、受託事業者は自己の責任においてこれを解決するものとする。 


